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第1回
日 時2002年6月8日(土)13:30～15:30
場 所 愛知大学豊橋校舎5号 館4階541会議室
報告者 大仲 千華(大 阪経済法科大学客員研究員)
テーマ 独立後東ティモールの課題
一 『国民文化』の創造をめぐって 一
20世紀は、国民国家の確立によって、国民の誇 りと経済発展が得られる
と信じられてきた 「国民国家」の世紀であった。しか し、そもそも全ての
国民が同一一の民族集団に属 している国家はほとんど存在せず、冷戦崩壊後
の90年代以降から、いわゆる 「民族」紛争が多発 し、また 「先住民族」や
マイノリティーと言われる 「周辺」に追いやられた人々から、民族と国家
の関係を問いただす動きが続いてきた。
イン ドネシアに一方的に併合された東ティモールの地位も、長年国際社
会の懸念事項とされてきた。その東ティモールは、1999年8月に実施され
た住民投票により、住民の圧倒的多数が独立を希望 していることが確認さ
れ、約2年 半の国連東テ ィモール暫定統治機構(UNTAET)による暫定
統治を経て、2002年5月20日に、正式に独立を果たした。2年 半に渡る独
立の準備期間には、住民投票後に民兵によって破壊されたインフラ整備な
どの復旧作業か ら、司法、行政、立法機構などステー トの機能の整備に政
策の重点が移ると同時に、国民統合の基礎とされる公用語、国旗、文化的
シンボルといったネーションの担う 「国民文化」の創造 も進められた。こ
れは、国民の同質性を前提 とする 「国民国家」という未解決の体制を、東
ティモールがそのまま抱えなが ら独立を果たしたことを示唆 している。
本報告では、「東ティモール」の領域における国家建設と国民形成という
視点から、UNTAETを中心に進められた暫定統治下の政策を概観する。
また、新たな 「国民文化」の創造は、当然ながら一枚岩でない 「東ティモー
ル」の領域において、どのような多様性を生じさせうるのかという課題を
考察する。さらに、「21世紀最初の独立国家」という意味についても問題
提起を行いたい。
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第2回
日 時2002年10月30日(木)13:30～15:00
場 所 愛知大学名古屋校舎 中央教室棟3階320教室
報告者 加治 宏基(愛 知大学中国研究科修士課程)
テーマ 国連における 『中国代表権』問題をめ ぐる第三世界の動向
1961年、「中国代表権」問題と南北問題が、米国の政策転換により 「国
連化」する。政治問題を経済問題 として対処すべ く、両問題は国連でシン
クロしつつ変容 した。「総会化」以後10年、主催国家間政治の舞台 として
の国連およびアジア ・アフリカ連帯運動にあって、「中国代表権」問題を
めぐる駆け引きは、南北問題のそれと相互に利害を交錯させつつ展開する。
両問題がそれぞれ転換点を迎える1965年、国連外における二つのアジア ・
アフリカ連帯運動(AA会議および非同盟会議)に も同様に、転機が訪れ
る。国連における 「中国代表権」問題をめ ぐる国際環境の変容を、非同盟
を中心として分析 したが、その前提 としては、国連の 「中心」 と国連の
「周辺」が、「安保理中心的国連像」と 「総会中心的国連像」という別個の
理想的国連像の現実化を想定している。
「中国議席e拒 否権を保有する安保理常任理事国議席」という等式を内
包する 「中国代表権」問題と、国連の 「周辺」である第三世界が展開 した
アジア ・アフリカ連帯運動との連関に視角を設定 した。その上で、「中国
代表権」問題に対する国連の 「周辺」の二重構造に起因する、1965年段階
での第二回AA会議の破綻をめ ぐる力学を考察した。
インドネシアの 「9・30事件」に伴う中華人民共和国の消極的姿勢への
転換の他、国際的支持の獲得を目的とした対アフリカ接近等という、AA
会議破綻の諸要因を検証した。結果、反帝国 ・反植民地主義か平和共存か
という、中印対立に反映された政策路線対立に加え、中ソ対立および南北
問題との連関が、「中国代表権」問題をめ ぐる国際環境 として抽出された。
こうした国際環境において、中華人民共和国による対アフリカ経済協力も
破綻要因の一つである。結果、援助受け入れ諸国が、「中国代表権」問題
の決定要因となった。
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第3回
日 時2002年12月14日(土)15:00～17:00
場 所 愛知大学車道校舎332教 室
報告者 吉岡 達也(ピ ースボー ト共同代表)
テーマNGOか らみた日本外交
一 北朝鮮 ・クナシリ訪問顛末記 一
冷戦下の1983年、第一次教科書問題をきっかけとして、過去、日本の行っ
た侵略戦争の検証を目的にNGOピースボー トの活動は始 まった。そして、
定員500人程度の大型客船をチャー ターし、毎年、ベ トナム、中国、フィ
リピン、韓国などアジアの各地訪問し、戦争の検証 と平和創造のための市
民交流を行った。冷戦終了とともに訪問地域をアジア外に拡大 し、1990年
の湾岸戦争の最中には、初の地球一周クルーズを行った。その後、継続的
に地球一周クルーズを続け、「平和」、「人権」、「地球環境 と持続可能な社
会」 というテーマを掲げ、パレスチナ、旧ユーゴなどの世界の紛争地を訪
問。現在まで約80ヶ国を巡っている。
このような地球一周クルーズを中心とした地球規模での市民交流、平和
活動の一方で、カンボジア、朝鮮民主主義人民共和国、北方四島など日本
の外交に深 く関わる地域への訪問も90年代から行い始め、独 自のNGO外
交とでも呼ぶべ き活動を展開している。
たとえば、91年に成功した北方四島への戦後初の独自ビザなし訪問は、
政府間で交渉していた外務省のビザなし訪問に先駆け、サハ リン州政府 と
の合意で実現させるなど北方領土問題という外務省が独占 していた外交問
題の市民化、市民レベルでの対外平和構築活動への参加の意義を示 した。
また、昨年のいわゆる鈴木宗男疑惑直後の国後島訪問は、いわゆる 「ムネ
オハウス」の実地調査なども含め 「外交」 という言葉の影で行われていた
政治家の疑惑に対する市民による直接検証という意味で、民主主義社会に
おいて最も重要な市民による政府、政治家の外交に対する監視活動の具体
的一例を示したと言える。
また、91年以来の朝鮮民主主義人民共和国との民間交流活動では政府 レ
ベルでの外交が停滞し、両国間の関係が悪化の一路を辿る中で、政治に左
右されない市民レベルの信頼関係の構築 という目的を掲げ、200人から500
人の大規模訪問を実現し、国交正常化、植民地支配の清算、南北統一、核
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問題、拉致問題など両国の間に横たわる外交問題に関 しても双方市民の立
場から積極的に意見交換を行った。
特に2001年、2002年に実現 した同一客船による 「南北コリア同時訪問」
は、たとえ高度な外交問題、国際問題に対 しても、NGO、市民のネット
ワークや行動がその解決に向けて一定の有効性を持ちうることを証明した
と言える。
東北アジアの状況が緊張感を急速に増 しつつある今こそ、ピースボー ト
を始め、市民、NGOによる民間外交が、政府の外交をある時は牽制 しあ
る時は補完 し、この地域の紛争を予防し、揺るぎない平和を構築 していく
必要がある。
第4回
日 時2003年2月28日(金)13:30～15:30
場 所 愛知大 学名古屋校舎 国際問題研究所
チョウ ケイケン
報告者 張 慧娼(愛 知大学国際問題研究所客員研究員)
テーマ ー般教養における中国語教育方法について
本報告の目的は、近年 日本で盛んに議論されている中国語教育法の改善
に、教師の教育活動に関する視点からの分析を加えることにある。具体的
には、学生が自分の専攻分野において中国語で書かれた論文を読むことが
でき、卒業後仕事の上でも実際に学んだ中国語が使えるという教育目標を
前提 として、大学の一般教養における中国語教育活動を基礎知識、応用力
及び実践力という三つの段階に分けて、それぞれの段階に応 じて教育目標、
教育課程及び授業活動について検討してきた。特に、ここでは、現在大学
が実施している一般教養としての中国語教育活動は、学生が中国語をマス
ターするための一般知識の範囲にとどまり、それだけでの知識は今日の社
会に適応できないのではないかという観点から、彼らは自分の専攻分野に
関する中国語を必修科目として学習すべきという点を主張した。従って、
この初級から上級 までの中国語教育法は一つのモデルとして、自分自身の
これまでの観察と改善を含めて考案したものである。本報告のはじめにも
指摘 したように、学生及び学生を取 り巻く環境は常に変化するので、教育
モデルもその状況に適応するよう常に変化すべきである。従って、教師と
しての学生に対する適切な教育活動は教室で生まれるべ きである。そのた
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めに教師の観察力、応用能力及び改善の意識が要求されている。同時に、
我々が教育活動の改善という問題を追及するときに、今後の課題として検
討すべき主要な点は、クラスにおける学生人数の問題、教師に対する動機
づけの問題が残 されている。
一309一
